
嵐山町建設事業委託低入札価格調査制度試行要綱 

 

 

令和５年８月 10 日   

告 示 第 4 8 0 号   

 

（目的） 

第１条   この要綱は、町が発注する低入札価格調査制度を適用する建設工事 

に係る設計・調査・測量業務委託（以下「設計委託」という。）に係る入 

札について、低入札価格調査を実施し、落札者（嵐山町事後審査型一般競 

争入札試行要綱（平成 23 年６月１日告示第 153 号）における落札候補者 

を含む。以下同じ。）を決定するために必要な事項を定め、業務品質の低 

下、従事者への待遇悪化等を未然に防止し、業務の適正な履行の確保を図 

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条   この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定 

めるところによる。 

(1) 低入札価格調査 地方自治法施行令（昭和 25 年政令第 245 号）第 167 

条の 10 第１項（同令第 167 条の 13 において準用する場合を含む。）の 

規定に基づき、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みを 

した者の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内 

容に適合した履行がされないおそれがあるか否かを判断するために実 

施する調査をいう。 

(2) 調査基準価格 低入札価格調査を実施する基準となる価格をいう。 

(3) 失格基準価格 第１号に掲げる地方自治法施行令の規定による契約 

内容に適合した履行がされないおそれがあると判断する基準となる価 

格をいう。 

(4) 低入札価格調査対象者 調査基準価格を下回る価格をもって入札を 

 した者をいう。 

(5) 低価格入札者 低入札価格調査対象者のうち、第９条に該当しない者 

をいう。 

(6) 第１順位者 低価格入札者のうち最低価格入札者をいう。 

(7) 失格 第１号に掲げる地方自治法施行令の規定により落札者としな 

 いことをいう。 

(8) 資格審査委員会 嵐山町請負業者等審査選定委員会規程（平成 21 年 

 １月 28 日訓令第１号）に定める嵐山町請負業者等審査選定委員会をい 

う。 

(9) 競争入札 一般競争入札及び指名競争入札をいう。 



(10) 下限値 第４条第１号ただし書及び同条第２号における３分の２を 

いう。 

（対象となる入札） 

第３条   低入札価格調査制度の対象は、設計額 1,000 万円以上（税込）の設 

計委託の競争入札のうち特に町長が必要と認めたものとする。 

（調査基準価格の設定） 

第４条   調査基準価格は、次により定めるものとする。 

(1) 別表第１に掲げるそれぞれの業種区分ごとに、予定価格算出の基礎と 

  なった同表に掲げる①から④までの合計額に 100 分の 110を乗じた額と 

する。ただし、当該合計額が予定価格の３分の２に満たないときは予定 

価格に３分の２を乗じて得た額を、予定価格の 10 分の９を超えるとき 

は予定価格に 10 分の９を乗じて得た額を調査基準価格とする。 

(2) 町長が特別なものと認めた場合については、前号の規定にかかわらず、 

予定価格に３分の２から 10 分の９までの範囲内で町長が定める値を乗 

じた額とする。 

(3) 算出に当たっては、第１号の①から④までの額を合計した段階で 

1,000 円未満の端数は切り捨て、端数整理後の額に 100 分の 110 を乗じ 

ることとする。この場合において、第１号ただし書の規定及び前号の特 

別なものについては、予定価格の税抜きで計算を行うものとし、1,000 

円未満の端数を切り捨て、端数整理後の額に 100 分の 110 を乗じた額と 

する。ただし、下限値を使う場合又は端数整理後の額が予定価格の税抜  

きに下限値を乗じた額を下回る場合は、1,000 円未満の端数を切り上げ、 

端数整理後の額に 100 分の 110 を乗じた額とする。 

（失格基準価格の設定） 

第５条   失格基準価格は、予定価格に 10 分の６を乗じて得た額（その金額 

 に 1,000 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てて得た額）とす 

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、特殊性の高い設計委託など、町長が失格基準 

 価格を設けることが適当でないと判断するものについては設けないこと 

ができる。 

（予定価格書への調査基準価格等の記載） 

第６条   予定価格書には、予定価格及び入札書比較価格のほかに、｢調査基 

準価格○○円｣と記載し、当該調査基準価格に 110 分の 100 を乗じて得た 

金額を「（税抜き）○○円」と記載するものとする。 

２ 予定価格書には、前項に定める調査基準価格のほかに、失格基準価格に 

ついても調査基準価格と同様に記載するものとする。ただし、前条第２項 

の規定により失格基準価格を設けない場合は、この限りでない。 

（入札参加者への周知） 



第７条   入札の執行に当たっては、入札公告又は入札説明書に次に定める事  

項を記載するものとする。 

(1) 調査基準価格が設定されていること。 

(2) 失格基準価格の設定があること又はないこと。 

(3) 失格基準価格を下回る価格をもって入札を行った者は、失格となるこ 

と。 

(4) 低入札価格調査対象者は、低入札価格調査を実施した上で、落札者と 

するか否かを決定すること。 

(5) 低価格入札者は、低入札価格調査に協力しなければならないこと。 

(6) 低入札価格調査に応じないとき、又は求められた資料を指定された期 

 日までに提出しないときは、契約締結の意思がないものとみなされ失格 

となること。 

(7) 落札者の決定方法に関すること。 

(8) 第 11 条に定める低入札価格調査を経て契約する業務であること。 

（落札者決定の保留） 

第８条 契約担当主管課長は、入札の結果、低入札価格調査対象者があると 

きは、落札者の決定を保留する。 

（失格基準価格による判定） 

第９条 低入札価格対象者のうち、第５条で定めた失格基準価格を下回る価 

格をもって入札をした者は、失格とする。 

（低価格入札者に対する調査） 

第１０条 契約担当主管課長は、第１順位者のほか、複数の低価格入札者が 

いる場合においては、調査基準価格との乖離の状況を勘案して、次順位者  

以降、複数の低価格入札者に対し調査を並行して実施できるものとする。 

（低価格入札者に対する調査の実施） 

第１１条 契約担当主管課長は、低価格入札者に対し、次に定める事項につ 

いて、確認するための調査を実施するものとする。この場合において、低 

価格入札者は、建設事業委託低入札価格調査報告書（様式第１号）及び別 

表第２に示す確認資料等を発注者に提出するものとする。 

(1) 低入札価格調査を経て契約する設計委託に対する諸条件に関するこ 

と。 

(2) 入札金額の決定理由 

(3) 入札金額見積内訳書の内容 

(4) 会社の経営状況 

(5) 配置予定技術者の具体的体制及びその経歴 

(6) 過去に受注した類似業務の状況 

(7) 下請（再委託）代金の支払遅延状況 

(8) その他必要な事項 



２ 契約担当主管課長は、調査の際、低価格入札者に対し、低入札価格調査 

 確認資料等の提出に代わる申出書（様式第５号）又は前項に定める確認資 

料等（以下「調査確認資料等」という。）の提出を求めるものとする。 

３ 低価格入札者に対する調査は、契約担当主管課長、当該業務担当主管課 

長及び契約担当主管課長が指名した職員にて行うものとする。 

４ 契約担当主管課長は、調査確認資料等による低価格入札者に対する調査 

において、必要がある場合は低価格入札者からの事情聴取及び関係機関へ 

の照会を行うことができる。 

５ 低価格入札者に対する調査については、低価格入札者に対する調査実施 

を通知した日の翌日から起算して原則５日以内とする。ただし、土曜日、 

日曜日、祝日等は含まないものとする。 

６ 契約担当主管課長は、調査の結果を資格審査委員会に報告するものとす 

る。 

（低価格入札者に対する調査の期間） 

第１２条 低価格入札者に対する調査の実施に当たっては、原則として前条 

 第５項に規定する通知の日の翌日から起算して原則 14 日以内に低価格入 

札者を落札者とするか否かを決定し通知するものとする。ただし、土曜日、 

日曜日、祝日等は含まないものとする。 

（低価格入札者を失格とするか否かの決定） 

第１３条 低価格入札者を失格とするか否かについては、資格審査委員会に 

 おいて審議を行い、決定するものとする。ただし、別に定める入札に該当 

するときは、資格審査委員会の審議を経ず行うことができる。 

２ 前項の決定は、第１順位者から順次行い、失格としない決定をした場合 

は、以下の順位者の決定は行わない。 

（相手方への通知） 

第１４条 前条により失格とした場合、町長は、失格とした者に落札者とし 

ない旨を文書により通知するものとする。 

（低入札価格調査を経て契約する設計委託） 

第１５条 低入札価格調査を経て契約を締結する設計委託にあっては、重点  

 的な監督業務や厳格な検査を実施するなど、監督体制等を強化するものと 

する。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年８月 10 日から施行する。 

 

 

 



別表第１（第４条関係） 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費

の額 

測量調査費の

額 

諸経費の額に

10 分の 4.8 を

乗じて得た額 

― 

建築関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費

の額 

 

特別経費の額 

 

技術料等経費

の額に 10 分の

６を乗じて得

た額 

諸経費の額に

10 分の６を乗

じて得た額 

土木関係の

建設コンサ

ルタント業

務 

直接人件費

の額 

直接経費の額 その他原価の

額に 10 分の９

を乗じて得た

額 

一般管理費等

の額に 10 分の

4.8 を乗じて得

た額 

直接人件費

の額 

直接経費の額 技術経費の額

に 10 分の６を

乗じて得た額 

諸経費の額に

10 分の６を乗

じて得た額 

地質調査業

務 

直接調査費

の額 

間接調査費の

額に 10 分の

９を乗じて得

た額 

解析調査業務

費の額に 10 分

の８を乗じて

得た額 

諸経費の額に

10分の 4.8を乗

じて得た額 

補償関係コ

ンサルタン

ト業務 

直接人件費

の額 

直接経費の額 その他原価の

額に 10 分の９

を乗じて得た

額 

一般管理費等

の額に 10 分の

4.5 を乗じて得

た額 

直接人件費

の額 

直接経費の額 技術経費の額

に 10 分の６を

乗じて得た額 

諸経費の額に

10 分の６を乗

じて得た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第１１条関係） 

調査事項 確認資料 

入札金額の決定理由 入札金額の決定理由（様式第３号）、数値的

根拠など 

入札金額見積内訳書の内容 入札金額見積内訳書（様式第４号）、代価表

など 

配置予定技術者の具体的体制

及びその経歴 

次の資料を含む業務計画書を提出させる。 

・業務工程表、業務組織計画並びに再委託 

がある場合はその内容及び再委託先 

技術者の配置計画（様式第２号） 

・配置予定の技術者の経歴及び類似業務へ 

の従事実績を確認 

過去に受注した類似業務の 

状況 

契約書、仕様書、テクリスカルテ等を添付 

下請（再委託）代金の支払遅

延状況 

再委託者（協力者）に対する過去の支払い状

況、過去の（同種）業務に係る下請契約書、

支払を証する書類、下請契約約款 

その他必要な事項 その他必要と判断される資料 

 


